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６　予防・居宅介護サービス提供事業者及び施設サービス提供
事業者調査

（１）事業所の活動状況

①　事業所の所在地（問１）

事業所の所在地を地区別に見ると、予防・居宅介護サービス提供事業者では「第三地区（24.1%）」が最も多く、「第六地区（22.0％）」、「第四地区（21.5%）」が続いている。施設サービス提供事業者では、「第六地区（36.4％）」が最も多く、「第一地区・第二地区・第四地区・第五地区（13.6％）」、「第三地区（9.1%）」が続いている。なお、全体では、予防・居宅介護サービス提供事業者と同様である。（図表６－１－１）
図表６－１－１　事業所の所在地（全体）

＜予防・居宅介護サービス提供事業者、施設サービス提供事業者別＞
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②　組織の形態（問２－①）

組織の形態は、「株式会社（36.7％）」が最も多く、「医療法人（20.3％）」「社会福祉法人（17.7％）」が続いている（図表６－１－２）。
図表６－１－２　組織の形態（全体）
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③　事業所の種類（問２－②）

事業所の種類は、「訪問介護（40.5％）」が最も多く、「通所介護（15.2％）」が続いている。事業者別でみると、上位３位は、予防・居宅介護サービス提供事業者予防・居宅介護サー
ビス提供事業者は｢訪問介護(54.4)％｣、「居宅介護支援事業者(41.8)％」、「通所介護（30.4％）」、施設サービス提供事業者は「短期入所生活・療養介護（90.9％）」、「在宅介護支援センター(63.6)％」、「介護老人福祉施設（59.1％）」となっている（図表６－１－３）。
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図表６－１－３　事業所の種類（全体）
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＜予防・居宅介護サービス提供事業者、施設サービス提供事業者別＞
④　併設する事業所の種類（問２－③）

併設する事業所の種類は、「居宅介護支援事業者（41.8％）」が最も多く、「短期入所生活・療養介護（24.1％）」、「訪問介護（21.5％）」、「在宅介護支援センター（20.3％）」が続いている（図表６－１－４）。
図表６－１－４　併設する事業所の種類（全体：複数回答）
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④　職員・スタッフの人数（問２－④）

職員・スタッフの人数は、介護支援専門員が常勤では「平均1.24人」、非常勤は、「平均0.65人」である。その内訳はの専従では、常勤が平均0.55人、非常勤が平均0.24人で、兼務は常勤が平均0.62人、非常勤が平均0.38人である。事務管理者は、常勤が平均0.78人、非常勤は平均0.06人である（図表６－１－４）。
図表６－１－４　組織の形態（全体）
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⑤　職員の資格（問２－⑤）

職員の資格の所持者は、常勤全体では「介護福祉士（平均4.06人）」が最も多く、「ホームヘルパー2級（平均3.88人）」、「保健師・看護師（平均1.01人）」が続いている。非常勤全体では「ホームヘルパー2級（平均7.93人）」が最も多く、「介護福祉士（平均1.69人）」、「保健師・看護師（平均1.19人）」が続いている（図表６－１－５）。
図表６－１－５　組織の形態（全体）
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（２）今後の事業運営

①　昨年度の採算（問３）　　

昨年度の採算は、「赤字（36.7％）」が最も多く、「黒字（31.6％）」、「損益なし（22.0％）」が続いている。

事業所の種類別でみると、予防・居宅介護サービス提供事業者は、「赤字」が「黒字」を5.1ポイント上回り、施設サービス提供事業者では「黒字」が「赤字」を27.3ポイント上回っている。図表６－２－１）。
[image: image8.emf]損益なし

無回答

黒字 赤字

その他

 

(%)

 

31.6

 

36.7

 

2.5

 

20.3

 

8.9

全　体（N=79)

図表６－２－１　昨年度の採算（全体）
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＜予防・居宅介護サービス提供事業者、施設サービス提供事業者別＞
②　介護報酬変更後の影響（問４）　　

介護報酬変更後の運営への影響は、「影響はあった」が69.6％、「影響はない」が21.5％となっている。

事業所の種類別でみても、同様な傾向を示している。（図表６－２－２）。
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図表６－２－２　介護報酬変更後の運営への影響（全体）
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＜予防・居宅介護サービス提供事業者、施設サービス提供事業者別＞
③　今後３年間の事業規模（問５）　　

今後３年間の事業規模は、「現状維持（49.4％）」が最も多く、「検討中・わからない（26.6％）」、「拡大予定（19.0％）」が続いている。事業所の種類別でみると、予防・居宅介護サービス提供事業者は、「拡大予定」が19.0％あるものの、｢縮小予定｣も5.1％となっている。施設サービス提供事業者では「現状維持」が63.6%あり、「拡大予定」は9.1％となっている（図表６－２－３）。
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図表６－２－３　今後の３年間の事業規模（全体）
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＜予防・居宅介護サービス提供事業者、施設サービス提供事業者別＞
④　職員の在職年数（問５－（１）－①）　　

職員の在職年数は、「看護師（平均2.28年）」、「ヘルパー（平均2.60年）」、「介護福祉士（平均3.42年）」、「社会福祉士（平均4.04年）」である。社会福祉士は定着率が高く、看護師は低いと言える。

事業者別で見ると、＜看護師＞は、予防・居宅介護サービス提供事業者は、「２～３年未満（19.0％）」が最も多く、「１～２年未満（11.4％）」が続いている。施設サービス提供事業者では、「２～３年未満（40.9％）」が最も多く、「３～４年未満(18.2)％」が続いている。

　＜ヘルパー＞は、予防・居宅介護サービス提供事業者は、「２～３年未満（20.3％）」が最も多く、「３～４年未満（19.0％）」が続いている。施設サービス提供事業者では、「３～４年未満（31.8％）」が最も多く、「１～２年未満（27.3％）」が続いている。

　＜介護福祉士＞は、予防・居宅介護サービス提供事業者は、「１～２年未満（19.0％）」が最も多く、「５年以上（17.7％）」が続いている。施設サービス提供事業者では、「４～５年未満・５年以上（27.3％）」が最も多く、「１～２年未満（27.3％）」が続いている。

　＜社会福祉士＞は、予防・居宅介護サービス提供事業者は、「５年以上（13.9％）」が最も多く、施設サービス提供事業者では、「５年以上（31.8％）」が最も多い（図表６－２－４）。
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図表６－２－４　職員の在籍年数（全体）
＜予防・居宅介護サービス提供事業者、施設サービス提供事業者別＞
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⑤　職員の離職状況（問５－（１）－②）　　

昨年一年間の職員の離職者数及び離職率は、全離職者数は8.69人（平均24.4％）である。離職年数を見ると、退職者では、看護師平均2.28年、ヘルパー平均3.15年、介護福祉士平均3.32年、社会福祉士平均0.33年である。転職者では、看護師平均2.73年、ヘルパー平均2.76年、介護福祉士平均3.27年、社会福祉士平均0.37年である（図表６－２－５）。

図表６－２－５　職員の離職状況（全体）
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＜予防・居宅介護サービス提供事業者、施設サービス提供事業者別＞
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ついて情報がない

(%)

27.6

20.7

6.9

0.0

0.0

72.4

0 20 40 60 80

全　体(n=29)

 （理由）

 （条件）

場の提供
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市場ニーズの情報提供

その他

無回答


■転職者
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無回答


⑥　離職の理由（問５－（１）－③）

離職の理由は、「人間関係（5.35人）」が最も多く、「給与・賃金（4.81人）」、「働きがい（3.14人）」、「転出・結婚等（2.35人）」が続いている（図表６－２－６）。
図表６－２－６　離職の理由（全体）
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無回答
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ついて情報がない
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財政面の公的な支援
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市場ニーズの情報提供

その他

無回答


⑦　サービスを提供する上で利用者から信頼を得るために必要なこと（予防・居宅介護サービス提供事業者）（問６）　　

予防・居宅介護サービス提供事業者に、法を遵守した上でサービスを提供する上で利用者から信頼を得るために必要なことをたずねた。「利用者への対応（75.9％）」が最も多く、「人材育成（研修・学習会）（68.4％）」、「サービス内容の充実（55.7％）」、「人材確保（54.4％）」、「個人情報保護（49.4％）」が続いている（図表６－２－７）。
図表６－２－７　利用者から信頼を得るために必要なこと（全体（３つまで））
＜予防・居宅介護サービス提供事業者＞
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 （条件）

場の提供

財政面の公的な支援

人材面の公的な支援

市場ニーズの情報提供

その他

無回答

人件費が高い

施設を開設する土地や建物に

ついて情報がない

人材が不足

家賃が高い

地代が高い

市場のニーズがわからない

その他

無回答


⑧　サービスを提供する上で利用者から信頼を得るために必要なこと（施設サービス提供事業者）（問８）
施設サービス提供事業者に、法を遵守した上でサービスを提供する上で利用者から信頼を得るために必要なことをたずねた。「人材育成（研修・学習会）（59.1％）」「利用者への対応（59.1％）」が最も多く、「人材確保（45.5％）」、「サービス内容の充実（45.5％）」、「経営理念・ビジョンの確立（36.4％）」、「個人情報保護（31.8%）」が続いている（図表６－２－８）。
図表６－２－８　利用者から信頼を得るために必要なこと（全体：複数回答（３つまで））
＜施設サービス提供事業者＞
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無回答

人件費が高い

施設を開設する土地や建物に

ついて情報がない

人材が不足

家賃が高い

地代が高い

市場のニーズがわからない

その他

無回答


　
⑨　介護予防プラン作成事業への参入意向（介護予防事業をしていない事業所）：複数回答（問10）

介護予防事業をしていない事業所に、介護予防プラン作成事業への参入意向をたずねた。４事業所から回答があり、その内容は以下の通りである。

参入意向が示された事業は、「介護予防通所介護」が１事業所である。「検討中」の事業は、｢介護予防通所介護｣が１事業所、「介護予防通所リハビリテーション」が１事業所である。参入意向無しの理由を見ると、「採算があわない（23件）」が最も多く、「人材不足（21件）」が続いている。

⑩　地域密着型事業への参入意向：複数回答（問11－１）

　　　

地域密着型事業への参入意向は、「夜間対応型訪問介護」が1件、「認知症対応型共同生活介護」が2件「あり」としている。「無」の理由の第一位は「人材の不足」があげられ、参入条件の第一位は「財政面の公的な支援」、続いて「場の提供」である。

Ａ．夜間対応型訪問介護　　　　　　　　　　Ｂ．認知症対応型共同生活介護
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財政面の公的な支援
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市場ニーズの情報提供

その他

無回答

人件費が高い

施設を開設する土地や建物に

ついて情報がない

人材が不足

家賃が高い

地代が高い

市場のニーズがわからない

その他

無回答
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 （条件）
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財政面の公的な支援

人材面の公的な支援

市場ニーズの情報提供

その他

無回答

人件費が高い

施設を開設する土地や建物に

ついて情報がない

人材が不足

家賃が高い

地代が高い

市場のニーズがわからない

その他

無回答


＜詳細＞

ア　小規模多機能型居宅介護

　参入意向は、「有」が0.0％、「無」が30.4％、「検討中」が6.3％である。参入意向無しの理由は、「施設を開設する土地や建物について情報がない（20.7％）」が最も多く、「人材が不足（17.2％）」、「家賃が高い（13.8％）」、「地代が高い（13.8％）」が続いている。参入条件は、「財政面の公的な支援（27.6％）」が最も多く、「場の提供（20.7％）」が続いている（図表６－２－10－①）。
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事業者

(%)

図表６－２－10－①　小規模多機能型居宅介護（全体：複数回答）
イ　介護予防小規模多機能型居宅介護

　参入意向は、「有」が0.0％、「無」が30.4％、「検討中」が6.3％である。参入意向無しの理由は、「人材が不足（17.2％）」が最も多く、「家賃が高い（13.8％）」、「地代が高い（13.8％）」「施設を開設する土地や建物について情報がない（13.8％）」が続いている。参入条件は、「財政面の公的な支援（20.7％）」が最も多く、「場の提供（13.8％）」が続いている（図表６－２－10－②）。
図表６－２－10－②　介護予防小規模多機能型居宅介護（全体：複数回答）
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ウ　夜間対応型訪問介護

　参入意向は、「有」が1.3％、「無」が34.2％、「検討中」が0.0％である。参入意向無しの理由は、「人材が不足（40.7％）」が最も多く、「家賃が高い（14.8％）」、「地代が高い（14.8％）」「施設を開設する土地や建物について情報がない（14.8％）」が続いている。参入条件は、「財政面の公的な支援（22.2％）」が最も多く、「場の提供（14.8％）」が続いている（図表６－２－10－③）。
図表６－２－10－③　夜間対応型訪問介護（全体：複数回答）
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 （条件）

場の提供

財政面の公的な支援

人材面の公的な支援

市場ニーズの情報提供

その他

無回答

人件費が高い

施設を開設する土地や建物に

ついて情報がない

人材が不足

家賃が高い

地代が高い

市場のニーズがわからない

その他

無回答


エ　認知症対応型通所介護

　参入意向は、「有」が0.0％、「無」が29.1％、「検討中」が3.8％である。参入意向無しの理由は、「人材が不足（38.5％）」が最も多く、「人件費が高い（23.1％）」、「施設を開設する土地や建物について情報がない（19.2％）」、「家賃が高い（15.4％）」、「地代が高い（15.4％）」が続いている。参入条件は、「財政面の公的な支援（23.1％）」が最も多く、「場の提供（15.4％）」が続いている（図表６－２－10－④）。
図表６－２－10－④　認知症対応型通所介護（全体：複数回答）
[image: image27.emf](%)

25.9

18.5

18.5

14.8

14.8

11.1

18.5

37.0

0 20 40 60

全　体(n=27)

(%)

22.2

14.8

0.0

0.0

0.0

77.8

0 20 40 60 80

全　体(n=27)

 （理由）

 （条件）

場の提供

財政面の公的な支援
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市場ニーズの情報提供
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無回答

人件費が高い

施設を開設する土地や建物に

ついて情報がない

人材が不足

家賃が高い

地代が高い

市場のニーズがわからない

その他

無回答


オ　介護予防認知症対応型通所介護

　参入意向は、「有」が0.0％、「無」が29.1％、「検討中」が3.8％である。参入意向無しの理由は、「人材が不足（38.5％）」が最も多く、「家賃が高い（26.9％）」、「地代が高い（26.9％）」、「人件費が高い（23.1％）」が続いている。参入条件は、「財政面の公的な支援（23.1％）」が最も多く、「場の提供（15.4％）」が続いている（図表６－２－10－⑤）。
図表６－２－10－⑤　介護予防認知症対応型通所介護（全体：複数回答）
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無回答


カ　認知症対応型共同生活介護

　参入意向は、「有」が2.5％、「無」が34.2％、「検討中」が0.0％である。参入意向無しの理由は、「人材が不足（37.0％）」が最も多く、「家賃が高い（25.9％）」、「地代が高い（25.9％）」、「人件費が高い（22.2％）」が続いている。参入条件は、「財政面の公的な支援（22.2％）」が最も多く、「場の提供（14.8％）」が続いている（図表６－２－10－⑥）。
図表６－２－10－⑥　認知症対応型共同生活介護（全体：複数回答）
[image: image29.emf]無回答

実施の予定がある
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全  体(n= 53)


キ　介護予防認知症対応型共同生活介護

　参入意向は、「有」が1.3％、「無」が34.2％、「検討中」が0.0％である。参入意向無しの理由は、「人材が不足（25.9％）」が最も多く、「市場のニーズがわからない（18.5％）」、「施設を開設する土地や建物について情報がない（18.5％）」、「家賃が高い（14.8％）」、「地代が高い（14.8％）」が続いている。参入条件は、「財政面の公的な支援（22.2％）」が最も多く、「場の提供（14.8％）」が続いている（図表６－２－10－⑦）。
図表６－２－10－⑦　介護予防認知症対応型共同生活介護（全体：複数回答）
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ク　地域密着型特定施設入居者生活介護

　参入意向は、「有」が0.0％、「無」が34.2％、「検討中」が0.0％である。参入意向無しの理由は、「人材が不足（25.9％）」が最も多く、「市場のニーズがわからない（18.5％）」、「施設を開設する土地や建物について情報がない（18.5％）」、「家賃が高い（14.8％）」、「地代が高い（14.8％）」が続いている。参入条件は、「財政面の公的な支援（22.2％）」が最も多く、「場の提供（14.8％）」が続いている（図表６－２－10－⑧）。
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(今後)

図表６－２－10－⑧　地域密着型特定施設入居者共同生活介護（全体：複数回答）
ケ　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

　参入意向は、「有」が0.0％、「無」が32.9％、「検討中」が1.3％である。参入意向無しの理由は、「人材が不足（25.9％）」が最も多く、「市場のニーズがわからない（18.5％）」、「施設を開設する土地や建物について情報がない（18.5％）」、「家賃が高い（14.8％）」、「地代が高い（14.8％）」が続いている。参入条件は、「財政面の公的な支援（22.2％）」が最も多く、「場の提供（14.8％）」が続いている（図表６－２－10－⑨）。
図表６－２－10－⑨　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（全体：複数回答）
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（３）サービスの質の向上に向けた取組み　　
①　質の向上に対する取組みの内容（問12）

質の向上に対する取組みの内容は、「事業者内での検討会（88.8％）」が最も多く、「苦情事例等の活用・蓄積（77.2％）」、「外部研修会への出席（72.2％）」、「事業者連絡会への出席（64.6％）」、「人材の確保（63.3％）」、「介護情報の公表（60.8％）」、「手引書の作成と見直し（58.2％）」、「事業者間の交流（36.7％）」、「第三者評価の実施（32.9％）」が続いている（図表６－３－１）。
図表６－３－１　質の向上に対する取組み（全体：複数回答）
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②　第三者評価の実施予定（問13）

問12で「１．第三者評価の実施」と回答しなかった事業所に第三者評価の実施予定をたずねた。「ない」が83.0％であり、「ある」が7.5％となっている（図表６－３－２）。
図表６－３－２　第三者評価の実施予定（全体）
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③　第三者評価を実施しない理由（問13－１）

問13で「２．実施の予定はない」と回答した事業所にその理由をたずねた。「費用がかかりすぎるから（52.3％）」が最も多く、「メリットがわからない（15.9％）」「サービスの改善に結びつくかわからない（4.5％）」が続いている（図表６－３－３）。
図表６－３－３　第三者評価を実施しない理由（全体）

＜第三者評価の実施の予定はないと回答した事業所＞
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④　人材確保の取組み（問14）　　

人材確保の取組みは、現在では、「求人広告掲載（72.2％）」が最も多く、「中途採用枠の拡大（60.8％）」「研修会への参加支援（54.4％）」、「新規採用の拡大（46.8％）」、「資格取得の支援（44.3％）」が続いている。
今後の取組みでは、「求人広告掲載（65.8％）」が最も多く、「研修会への参加支援（50.6％）」、「中途採用枠の拡大（49.4％）」、「資金面の充実（48.1％）」、「新規採用枠の拡大（46.8%）」が続いている。

事業者別でみると、現在は、予防・居宅介護事業者の上位３位の取組みは、「求人広告掲載」「中途採用枠の拡大」「研修会への参加支援」となっている。施設サービス提供事業者の上位３位の取組みは、「中途採用枠の拡大」「新規採用の拡大」「求人広告掲載」となっている。今後は、予防・居宅介護事業者では、「求人広告掲載」「中途採用枠の拡大」「研修会への参加支援」が上位３位となっている。施設サービス提供事業者は、「新規採用の拡大」、「中途採用枠の拡大」が上位２位の取組みとなっている。（図表６－３－４）。
図表６－３－４　人材確保の取組み（全体：複数回答）
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＜予防・居宅介護サービス提供事業者、施設サービス提供事業者別＞

[image: image37.emf](%)

 

0.0

 

0.0

 

1.3

 

4.5

 

2.5

 

9.1

 

5.1

 

9.1

 

3.8

 

0.0

 

2.5

 

4.5

 

2.5

 

4.5

 

6.3

 

9.1

 

5.1

 

4.5

 

1.3

 

4.5

 

1.3

 

4.5

 

1.3

 

0.0

 

2.5

 

3.8

 

4.5

 

3.8

 

9.1

 

2.5

 

4.5

 

1.3

 

0.0

 

1.3

2.5

2.5

6.3

22.7

 

0.0

 

0.0

 

0.0

 

0.0

 

0.0 0.0 0.0

 

0.0 0.0 0.0 0.0

 

1.3

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40

（n=79)

(n=22)

（n=79)

(n=22)

（n=79)

(n=22)

（n=79)

(n=22)

０年 １年未満

１～２年未満 ２～３年未満

３～４年未満 ４～５年未満

５年以上

予防・居宅介護サー

ビス提供事業者

施設サービス提供

事業者

（看護師）

（ヘルパー）

予防・居宅介護サー

ビス提供事業者

施設サービス提供

事業者

（介護福祉士）

予防・居宅介護サー

ビス提供事業者

施設サービス提供

事業者

（社会福祉士）

予防・居宅介護サー

ビス提供事業者

施設サービス提供

事業者


⑤　研修について（問15）

事業所内の講習会・研修の実施は、「十分ではないが実施できている（89.9％）」が約９割である。
外部の研修や事例検討、勉強会への参加支援では、「十分でないが支援している（62.0％）」が最も多く、「支援している（25.3％）」、「ほとんど支援していない（7.6％）」が続いている（図表６－３－５）。
図表６－３－５　研修について（全体：複数回答）

＜事業所内の講習会・研修の実施＞
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＜外部の研修や事例検討、勉強会への参加支援＞
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（４）市への要望
①　市に対して事業者として望むこと（問16）　　

市に対して事業者として望むことは、「介護保険に関する情報提供、研修の実施（58.2％）」が最も多く、「制度運営における保険者判断部分の周知（46.8％）」、「利用者への適切なサービス利用の啓発（45.6％）」、「質の向上のために事業者が行う研修への支援（38.0％）」。「市と事業者間の情報交換や連絡調整を行う連絡会の開催（38.0％）」が続いている（図表６－４－１）。
図表６－４－１　市に対して事業者として望むこと（全体：複数回答（３つまで））
[image: image40.emf](%)

72.2

60.8

54.4

46.8

44.3

34.2

29.1

29.1

21.5

16.5

13.9

7.6

8.9

1.3

68.2

100.0

63.6

72.7

59.1

22.7

45.5

40.9

13.6

4.5

22.7

9.1

13.6

0.0

0 20 40 60 80 100

予防・居宅介護サービス提

供事業者（n=79)

施設サービス提供事業者

(n=22)

(現在)

(%)

65.8

50.6

49.4

48.1

46.8

45.6

32.9

27.8

16.5

11.4

10.1

8.9

16.5

3.8

45.5

50.0

72.7

50.0

81.8

50.0

45.5

18.2

13.6

18.2

0.0

13.6

27.3

0.0

0 20 40 60 80 100

予防・居宅介護サービス

提供事業者（n=79)

施設サービス提供事業

者(n=22)

求人広告掲載

研修会への参加支援

中途採用枠の拡大

賃金面の充実

新規採用枠の拡大

資格取得の支援

福利厚生の充実

苦情･相談体制の充実

同事業所内で人員確保

社外の協力体制の整備

職員間の助け合い制度

就業時間の見直し

その他

無回答

(今後)

求人広告掲載

中途採用枠の拡大

研修会への参加支援

新規採用枠の拡大

資格取得の支援

苦情・相談体制の充実

福利厚生の充実

賃金面の充実

同事業所内で人員確保

職員間の助け合い制度

就業時間の見直し

社外の協力体制の整備

その他

無回答


②　介護保険制度全体をよりよくするために市が力を入れるべきこと（問17）

介護保険制度全体をよりよくするために市が力を入れるべきことは、「介護保険サービス利用の制限をカバーする保健福祉サービスを充実すること（41.8％）」が最も多く、「地域全体で介護を支援するしくみづくりを行うこと（40.5％）」、「利用料を補助するなど、利用者の費用負担を軽減する経済的給付を増やすこと（35.4％）」、「ケアマネジャーやホームヘルパーなどの人材を育成すること（30.4％）」、「介護保険サービス利用の制限をカバーする保健福祉サービスを充実すること（26.6％）」、「介護保険を効率的に運営するしくみづくりを行うこと（25.3％）」が続いている（図表６－４－２）。
図表６－４－２　介護保険制度全体をよりよくするために市が力を入れるべきこと
（全体：複数回答（３つまで））
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③　介護保険に関する要望（問18）

　介護保険に関する要望について、意見・要望を自由記述形式でたずねたところ、全体で○○○件の回答があった。以下、主なものを掲載する。
○○○○○○○○○：○○件
· ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。
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